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資　　　　　　　　　　産　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　部

内　　　　　　　　　　訳

摘　　　　　　　　　　要 金　　　　　額

円 円
4,384,125,140 

3,349,865,418 

現　　　金 548,563 

普通預金　　三井住友銀行東京公務部等 2,342,131,855 

普通預金　　三井住友信託銀行本店営業部 7,185,000 

定期預金　　大和ネクスト銀行エビス支店 1,000,000,000 

995,000,000 

２０年利付国債（第157回） 995,000,000 

7,622,077 

未経過火災保険料等 ( 4件 ) 7,622,077 

31,637,645 

利付国債　未収利息　ＳＭＢＣ日興証券等 ( 13件 ) 10,827,955 

３月分リコール・流通等情報提供収入 ( 1件 ) 1,622,475 

３月分リサイクル情報提供収入 ( 1件 ) 19,187,215 

未 収 収 益

区　　　　　　　　　　分 金　　　　　額

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

有 価 証 券

前 払 費 用

平　成　３０　事　業　年　度

軽　自　動　車　検　査　協　会　　財　産　目　録

平　成　３１  年　３　月　３１　日　現　在
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内　　　　　　　　　　訳

摘　　　　　　　　　　　要 金　　　　　額

円 円
73,391,412,116 

60,616,353,156 

17,410,272,027 
札幌主管事務所　ほか８７事務所 ( 105,853.38㎡ ) 17,410,272,027 

4,225,770,520 
検査機器（自動方式総合検査機器等） ( 1,627台 ) 4,225,770,520 

290,491 
フォークリフト ( 1台 ) 290,491 

1,509,286,054 
可視光線透過率測定器等 ( 12,145台 ) 1,509,286,054 

35,715,389,236 
札幌主管事務所　ほか８６事務所 ( 454,868.83㎡ ) 35,715,389,236 

1,359,669,018 
検査手数料収納計器等 （ 9件 ) 1,359,669,018 

395,675,810 
茨城事務所新築工事等 ( 15件 ) 395,675,810 

4,503,194,332 

28,768,464 
電話加入権 ( 408本 ) 28,768,464 

2,929,310,078 
ソフトウエア開発費 ( 54件 ) 2,929,310,078 

381,637,908 
経理会計システム等 （ 4件 ) 381,637,908 

1,163,477,882 
ソフトウエア仮勘定 ( 6件 ) 1,163,477,882 

8,271,864,628 

119,064,628 
協会借上宿舎敷金 ( 319件 ) 24,909,115 
事務室賃貸借契約敷金（新宿） ( 2件 ) 94,155,513 

4,152,800,000 
第１９４回道路保有機構債等 4,152,800,000 

4,000,000,000 
定期預金　　三井住友信託銀行本店営業部 4,000,000,000 

合　　　　　　　計 77,775,537,256 

長 期 性 預 金

保 証 金

投 資 有 価 証 券

リ ー ス 資 産

その他の無形固定資産

金　　　　　額

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

機 械 ・ 装 置

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産

器 具 ・ 備 品

区　　　　　　　　　　分

車 両

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産
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負　　　　　　　　　　債　　　　　　　　　　の　　　　　　　　　　部

内　　　　　　　　　　訳

摘　　　　　　　　　　要 金　　　　　額

円 円
2,334,478,106 

382,314,594 
検査手数料収納計器等 ( 13件 ) 382,314,594 

359,708,747 
( 18件 ) 359,708,747 

575,584,451 
超過勤務手当等 226,780,667 
３月分検査手数料収納事務取扱手数料等 ( 2件 ) 158,964,137 
その他 ( 68件 ) 189,839,647 

5,790,200 
法人住民税 5,790,200 

2,696,500 
消費税 2,123,500 
地方消費税 573,000 

61,171,510 
厚生年金保険料 ( 5件 ) 29,792,136 
住民税 ( 10件 ) 21,571,600 
健康保険料 ( 4件 ) 1,202,608 
源泉所得税 ( 2件 ) 593,015 
確定拠出企業型年金拠出金等 ( 8件 ) 8,012,151 

429,261,496 
検査手数料収入 427,945,240 
自動車リース（協会車） 1,316,256 

517,950,608 

517,950,608 

6,375,191,784 

1,358,992,332 
検査手数料収納計器等 ( 13件 ) 1,358,992,332 

4,933,682,914 
4,933,682,914 

79,530,000 
本部　ほか６事務所 79,530,000 

2,986,538 
自動車リース（協会車） 2,986,538 

合　　　　　　　　計 8,709,669,890 

正　　味　　財　　産 69,065,867,366 

そ の 他 の 固 定 負 債

固 定 負 債

長 期 リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

資 産 除 去 債 務

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 金

前 受 収 益

賞 与 引 当 金

区　　　　　　　　　　分 金　　　　　額

流 動 負 債

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 金

未 払 費 用

軽自動車保有関係手続のワンストップサービスのイ
ンターフェースシステムに関する契約等
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資　　　　　産　　　　　の　　　　　部 負　　債　　及　　び　　資　　本　　の　　部
勘　　　定　　　科　　　目 金　　　　　　　　　　額 勘　　　定　　　科　　　目 金　　　　　　　　　　額

円 円

　流　 動　 資　 産 4,384,125,140 2,334,478,106 
3,349,865,418 382,314,594 

995,000,000 359,708,747 
7,622,077 575,584,451 

31,637,645 5,790,200 
2,696,500 

73,391,412,116 61,171,510 
60,616,353,156 429,261,496 
17,410,272,027 517,950,608 
4,225,770,520 

290,491 6,375,191,784 
1,509,286,054 1,358,992,332 

35,715,389,236 4,933,682,914 
1,359,669,018 79,530,000 

395,675,810 2,986,538 

4,503,194,332 
28,768,464 63,497,305,190 

2,929,310,078 
381,637,908 4,275,782,850 

1,163,477,882 
1,676,560,757 

8,271,864,628 
119,064,628 △ 546,803,249 

4,152,800,000 
4,000,000,000 163,021,818 

資　　産　　合　　計 77,775,537,256 負　債　及　び　資　本　合　計 77,775,537,256 

未 払 消 費 税 等

長 期 性 預 金

土 地

その他有価証券評価差額金

リ ー ス 資 産

投 資 有 価 証 券

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 リ ー ス 債 務

建 物

そ の 他 の 固 定 負 債

当 期 損 失 金

退 職 給 付 引 当 金
リ ー ス 資 産

利 益 準 備 金

資 本
固 定 資 産 充 当 資 本

保 証 金

そ の 他 の 無 形 固 定 資 産

未 払 費 用

車 両

資 産 除 去 債 務

施 設 整 備 積 立 金

固 定 負 債

有 形 固 定 資 産
固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

未 収 収 益

機 械 ・ 装 置

器 具 ・ 備 品

短 期 リ ー ス 債 務

未 払 法 人 税 等

流 動 資 産 流 動 負 債
現 金 ・ 預 金

前 払 費 用

平成３１年３月３１日　現在

未 払 金

賞 与 引 当 金
前 受 収 益
預 り 金

平　成　３０　事　業　年　度

軽　 自　 動　 車　 検　 査　 協　 会　 貸　 借　 対　 照　 表

有 価 証 券
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費　　　　　用　　　　　の　　　　　部 収　　　　　益　　　　　の　　　　　部
勘　　　定　　　科　　　目 金　　　　　　　　　　額 勘　　　定　　　科　　　目 金　　　　　　　　　　額

円 円

18,283,581,107 
18,042,120,176 18,087,161,234 
7,935,111,155 17,906,770,700 
5,582,073,674 180,390,534 

517,950,608 　

418,965,100 196,419,873 
3,588,019,639 31,956,071 

164,463,802 

78,888,759 
861,362,739 64,921,518 

13,967,241 

法人税、住民税及び事業税 5,790,200 

546,803,249 

合　　　　　　　　　　計 18,909,273,115 合　　　　　　　　　　計 18,909,273,115 

 

有 価 証 券 売 却 益
減 損 損 失

業 務 費 用 業 務 収 入
業 務 費 検 査 手 数 料 収 入

退 職 給 付 費 用
減 価 償 却 費

賞 与 引 当 金 繰 入
業 務 雑 収 入役 職 員 給 与

特 別 損 失
固 定 資 産 売 却 益

雑 益
受 取 利 息

業 務 外 収 益

特 別 利 益

当 期 損 失 金

経 常 費 用

平　成　３０　事　業　年　度

軽　 自　 動　 車　 検　 査　 協　 会　 損　 益　 計　 算　 書

自　平成３０年 ４月 １ 日
至　平成３１年 ３月３１日

経 常 収 益
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（重要な会計方針）

１．　有価証券の評価基準及び評価方法

　　　その他有価証券については決算日の市場価格に基づく時価を、貸借対照評価額として計上している｡

２．  保有目的を変更した有価証券

　   当事業年度において、従来満期保有目的で保有していた債券（貸借対照表計上額5,147,800,000円）をその他有価証券に変更し

　  ている。これは、資金運用の見直しに伴い変更したものであり、この結果、その他有価証券（有価証券及び投資有価証券）が

　　163,021,818円、その他有価証券評価差額金が163,021,818円それぞれ増加している。

３．  固定資産の減価償却方法

　    法人税法の基準を採用し、有形固定資産は定率法(平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備及び構築物を除く）並び

　  に平成28年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法)、無形固定資産は定額法により行っている。また、所有権移

    転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

    いる。

４．  賞与引当金

      役職員の賞与の支払いに備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上している。

５．  退職給付引当金

      役職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると

    認められる額を計上しており、その退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額の期間帰属方法は、期間定額基準を採用してい

    る。

　　　なお、退職給付債務は原則法に基づいて計算し、数理計算上の差異及び過去勤務債務については、発生時に一括費用処理してい

　　る。

６．  消費税等の会計処理

      消費税等の会計処理は、税込方式によっている。
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（その他の注記）

貸借対照表関係

　　有形固定資産の減価償却累計額 円

損益計算書関係

　　減損損失の内容

　　群馬県前橋市 円
　　石川県金沢市 円

円
円
円
円

　上記資産については、事務所の移転に伴い処分が決定されため、当該資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上している。
　なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、建物のうち一部、機械・装置及び器具・備品については使用価値及び正味売却価額ともいずれも零と見
込まれるため回収可能価額は零で評価している。

　退職給付関係

１．採用している退職給付制度の概要
確定給付型の制度として一時金制度､キャッシュバランス型年金として企業年金制度を採用している｡

２．退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 (単位：円)

退職給付債務の期首残高
勤務費用
利息費用
数理計算上の差異の当期発生額
退職給付の支払額
退職給付債務の期末残高 (1)+(2)+(3)+(4)+(5)

３．年金資産の期首残高と期末残高の調整表 (単位：円)

年金資産の期首残高
期待運用収益
数理計算上の差異の当期発生額
事業主からの拠出額
退職給付の支払額
年金資産の期末残高 (1)+(2)+(3)+(4)+(5)

項　　　　　　　　　　　　　　　目 平成30事業年度

(4)

24,739,317,884

場　　　　所 用　途 種　　類 減損損失

(5) △ 120,385,387

備　　　　　　　　　　考
(1) 5,505,462,500
(2) 396,195,300
(3) 20,023,740

(6) 5,803,448,100

項　　　　　　　　　　　　　　　目 平成30事業年度 備　　　　　　　　　　考
(1) 824,511,730
(2) 20,612,793
(3) △ 21,206,906
(4) 58,734,856
(5) △ 12,887,287
(6)

遊休資産 土 地 320,420,785
遊休資産 建 物 107,262,516

869,765,186

2,151,947

合　　　　　　　　　　　　　　　計 861,362,739

機械・装置 59,665
器具・備品 1,401,273
土 地 432,218,500
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４．退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表 (単位：円)

積立型制度の退職給付債務
年金資産

（1）+（2）
非積立型制度退職給付債務

退職給付引当金

５．退職給付費用及びその内訳項目の金額 (単位：円)
項　　　　　　　　　　　　　　　目 備　　　　　　　　　　考

勤務費用
利息費用
期待運用収益
数理計算上の差異の当期の費用処理額
確定給付制度に係る退職給付費用 (1)+(2)+(3)+(4)

６．年金資産に関する事項
①年金資産の主な内訳 (単位：％)

項　　　　　　　　　　　　　　　目 備　　　　　　　　　　考
債券
株式
その他
合計

②長期期待運用収益率の設定方法
　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の
収益率を考慮している。

７．数理計算上の計算基礎に関する事項 (単位：％)
項　　　　　　　　　　　　　　　目 備　　　　　　　　　　考

割引率
長期期待運用収益率

(1) 896,383,000
(2) △ 869,765,186

項　　　　　　　　　　　　　　　目

(3) 4,907,065,100
(4) 4,933,682,914貸借対照表に計上された負債と資産の純額

(5) 4,933,682,914
(6) 4,933,682,914

平成30事業年度
(1) 396,195,300

貸借対照表に計上された負債と資産の純額

(2) 20,023,740
(3) △ 20,612,793
(4) 23,358,853
(5) 418,965,100

(1) 71.7
(2) 27.5

(2) 2.5

(3) 0.8
(4) 100.0

平成30事業年度
(1) 0.3～0.5

26,617,814

平成30事業年度

平成30事業年度 備　　　　　　　　　　考
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　退職給付関係金融商品関係

(1)金融商品の状況に関する事項
資金運用は、短期的な預金及び安全性の高い金融商品によっている。

(2)金融商品の時価等に関する事項
(単位：円)

（1）現金・預金
（2）有価証券及び投資有価証券
　　①その他有価証券
（3）長期性預金
　　①特約付自由金利型定期預金
注：現金・預金はすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっている。
　　 その他有価証券については、当事業年度末における市場価格等によっている。
　　 特約付自由金利型定期預金については、取引金融機関から提示された時価評価額によっている。

(3)有価証券関係
その他有価証券 (単位：円)

(1)株式
貸借対照表 (2)債券
計上額が取 国債・地方債等
得原価を超 社債
えるもの その他

(3)その他
小計
(1)株式

貸借対照表 (2)債券
計上額が取 国債・地方債等
得原価を超 社債
えないもの その他

(3)その他
小計

売却したその他有価証券 (単位：円)

(1)株式
(2)債券

国債・地方債等
社債
その他

(3)その他
合計 980,855,000               13,967,241                 -                              

-                              -                              -                              
-                              -                              -                              

980,855,000               13,967,241                 -                              
-                              -                              -                              

-                              -                              -                              
980,855,000               13,967,241                 -                              

-                              -                              -                              

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

-                              -                              -                              
-                              -                              -                              

-                              -                              -                              
-                              -                              -                              

-                              -                              -                              
-                              -                              -                              

-                              
-                              -                              
-                              -                              

 5,147,800,000  4,984,778,182 163,021,818               

-                              
-                              

 5,147,800,000
 5,147,800,000

-                              

-                              -                              
 4,984,778,182 163,021,818               
 4,984,778,182 163,021,818               

-                              

 3,349,865,418 -                              

貸借対照表計上額 取得原価 差　　　　　額
-                              

貸借対照表計上額 時　　　　　価

 5,147,800,000  5,147,800,000 -                              

差　　　　　額
 3,349,865,418

 4,000,000,000  3,945,131,400 △ 54,868,600 
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（参　　　考）

１．  資本等の取扱いについて

  (1) 利益準備金

      欠損に当てるための準備金として、当期利益金は次年度期首においてその５％を利益準備金に積み立てるものとする。ただし、利益

    準備金の累積限度額は、前年度検査手数料の１０％とする。

  (2) 施設整備積立金

      施設整備のための積立金として、（1）による積み立て額を超える額は、「施設整備長期計画の策定等について」（昭和62年9月24日

　　地技第229号）により策定している今後５か年の計画額を上限として積み立てるものとする。

２．  利益処分について
　（単位：円）

 当期首残高（H30.4.1）

 当期変動額

 　利益準備金へ積立

 　施設整備積立金へ積立

 　当期利益金

 当期末残高（H31.3.31）

固定資産充当資本 施設整備積立金 利益準備金 利益金 損失金（△） 合計

62,390,338,506 4,574,421,289 1,634,017,166 850,871,836 0 69,449,648,797

42,543,591 △ 42,543,591 0

808,328,245 △ 808,328,245 0

　 固定資産充当資本へ組入れ
　 または繰戻し

1,106,966,684 △ 1,106,966,684 0

△ 546,803,249 △ 546,803,249

63,497,305,190 4,275,782,850 1,676,560,757 0 △ 546,803,249 68,902,845,548
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